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現在の国際政治経済の特徴は政治と経済、政策決定の国際要因と国内要因が交錯することにある。即ち、「埋め込まれた自由主義」と称される戦後の先進国政治経済は、民主政治の枠内で国内政策による経済社会的安定と、それに立脚した国家間合意による自由な貿易・資本移動の体制を発展させてきたが、近年の経済国際化と社会主義経済崩壊により、民主市場経済の拡大・規範化がもたらされ、一層、政治と経済、国際と国内の連動関係が強化された。

講義では、このような民主市場経済の埋め込まれた自由主義における国際政治経済の枠組と実証研究を概観する。特に、（１）埋め込まれた自由主義のシステムレベル分析の限界、（２）資本移動や貿易拡大が国際・国内市場を媒介に、各国政府に迫る金融・財政政策、産業・労働政策の適応や規律問題、（３）各国が国内政策対応・規律をクレディブルなものにする手段としての投資、貿易、通貨協定や国際経済機関参加、そして（４）通貨・金融や貿易・投資をめぐる国際的制度化に際しての国内民主制度の重要性、これらのトピックに焦点をあてる。

特にその際、適切な経済運営と政権維持の両立に迫られた政府の選択肢が、統合化されている国際市場にどう制約・規定され、そのような経済政策的要請と国内政治的要請の両立を図ろうとする各国政府の対立・連携の結果、国際経済制度や国際経済機関がどう展開・変容しているかを理解すること、即ち、行動主体としての政府が政策的合理性と政治的妥当性をどう勘案・調整するかを考察することが重要であり、それが本講の実践的含意であるばかりでなく、本講と国際経済政策科目や国際経済法科目との補完的相違点である。

講義は以下の構成に従って、そこにある参考文献に沿って、解説する。特に教科書は指定しないが、標準的な概説書やリーディングスとしては以下のものがある。
単位認定は出席と試験による。（尚、このシラバスは http://www.iss.u-tokyo.ac.jp/~hiwatari/ からもダウンロードできる。）
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